
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　地図及び土地所在図等の各種図面に関する事務をコンピュータシステム（地図情報システム）で処理することにより，
当該事務の適正化及び効率化を図り，併せて，インターネットを利用した地図及び各種図面に係る情報の提供や，最
寄りの登記所から他の登記所が管轄する地図及び各種図面の証明書を取得できるようにするなど，行政サービスの向
上を図る。

執行率 95.3% 97.0% 94.5%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　法務省（法務局）が全国の登記所に備え付けている地図及び各種図面をすべて電子化して，当該登記所に地図及び
各種図面に係る事務をコンピュータシステムにより処理する地図情報システムを導入し，既にコンピュータシステムによ
り処理している登記情報との一体的な処理を行うとともに，インターネットを利用した公開やオンラインによる証明書の
交付請求に対応するといった地図情報システムの運用を行う。

事業番号 0022

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 法務省 )

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１８年度

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

抜本的改善
（公開プロセスにおいては，経費と手数料の関係を明確にすべきであるとの指摘を受けた。これを踏まえ，手数料額の積算方法に
ついて再確認するとともに，随意契約となっている地図等証明書用紙（地紋紙）の調達方法を見直し，経費の削減を図るべきであ
る。）

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

※１　平成２２年７月２６日に開催した法務省予算監視・効率化チーム会合において，手数料額の積算方法等について説明し，
チームメンバー及びアドバイザーから了承を得た。
※２　登記特別会計は，平成22年度末をもって一般会計に統合され，廃止される予定であるが，登記特別会計が登記手数料収入
によって経理している事業経費については，「平成２３年度予算の概算要求組替え基準について」（平成22年7月27日閣議決定）に
おいて，「特別会計の改革の実施等により経理区分が変更されることに伴い増加する経費については，「財政運営戦略」に定める
財源確保ルール（「ペイアズユーゴーの原則」）に則り，予算編成過程において検討し，必要な措置を講ずる。」こととされているた
め，平成23年度要求額等については，予算編成過程において検討後，要求を行った段階で掲記する予定である。

　各種図面の電子化作業については予算（961百万円）と執行（402百万円）のかい離があるほか，他の契約について随
意契約を行っているものもあるなど，経費縮減の余地があると考える。

12,451 13,490

22年度 23年度要求

地図情報システム導入庁数３８１庁（平成２２年４月現在）
各種図面電子化作業庁数２８９庁（平成２２年４月現在）

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

※２10,352 12,839

19年度 20年度 21年度

執行額 9,862

　本事業に係る経費の支出先や使途については，支出先と締結した契約に基づき把握しており，事業目的の実現や効
果の発揮の観点から検証を行うために，十分な水準となっている。
　なお，地図情報システムの運用については，法務省の施設内で行わせるとともに，ＳＬＡ（サービスレベル合意書）を締
結し，実施状況を管理するなど，適正な予算執行のための取組を行っているところである。

総事業費(執行ベース) 9,862

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

地図管理業務・システムの最適化の推進

民事局

特別会計（登記特別会計）

担当部局庁

登記事務の適正円滑な処理

関係する計
画、通知等

不動産登記法第１４条第６項
不動産登記規則第２０条第２項，第２１条第２
項，第２２条第２項

「電子政府推進計画」（平成１８年８月３１日決定）
「地図管理業務の業務・システム最適化計画」（平成
１７年１０月２０日策定）

担当課室 総務課

予算額(補正後）

上位政策

小川秀樹

14,277 13,019

12,451 13,490



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

法務省
１３，４９０百万円

Ｃ　トランスコスモス㈱ほか
４０２百万円

Ｂ　 ㈱国土情報開発ほか
６，００５百万円

（うち　義務確定額：５，５９１百万円）

【一般競争契約・随意契約】 【一般競争契約】

Ａ　法務局・地方法務局（５０機関）
７，５６９百万円

賃金職員の雇用
１，１６２百万円

【賃金の支給】

賃金職員の雇用
１３百万円

【賃金の支給】
Ｄ　㈱エヌ・ティ・ティ・データほか

５，９０８百万円
（うち　義務確定額：４，１７５百万円）

【一般競争契約・随意契約】

・地図情報システムの整備に係る機器の賃貸
借及び役務の契約等
・地図情報システムの整備事業に必要な予算
を法務局・地方法務局に配分

地図の数値化（※１），各種図面の電子化（※２），
地図情報システムへの移行及び地図情報シス
テムの運用に係る役務の契約

地図の数値化，地図情報システムへの
移行及び地図情報システムの運用に係
る役務の契約ほか

各種図面の電子化に係る役務
の契約

地図の数値化の検査・確認作業，
地図情報システム運用補助及び各
種図面の電子化の事前作業（※３）

地図情報システムの整備に係る機器の賃貸借
及び役務の契約ほか

地図情報システム運用補
助

※１　地図の数値化 　紙の地図等をスキャナで読み込み，図面上の筆界点の位置を数値情報としてデジタル化し，地図情報
システムに登録するためのデータを作成する作業

　各種図面の電子化においてインデックスデータ（所在，地番・家屋番号，登記年月日
等）を入力する際に必要な情報が各種図面に記載されているかを確認し，記載がない
場合に補記する作業

　紙の地積測量図，建物図面等の各種図面をスキャナで読み込み、画像としてデータ化し，地図情
報システムに登録するためのデータを作成する作業

※２　各種図面の電子化

※３　各種図面の電子化の事前作業



（Ｂ　別紙）

契約の種類 支　出　先 主な契約内容 金　　額

一般競争 地図の数値化作業 3,042 百万円 

随意契約（少額）
地図管理システムの保守作業，地図管理システムの
データ編集作業ほか（142件）

21 百万円 

一般競争 地図の数値化作業 1,664 百万円 

随意契約（少額） 地図管理システムのデータ編集作業ほか（22件） 6 百万円 

一般競争 地図の数値化作業 454 百万円 

随意契約（少額） 地図管理システムのデータ編集作業ほか（11件） 4 百万円 

随意契約 富士通（株） 旧登記情報システムと地図情報システムとの連動作業 64 百万円 

随意契約（不落） （社）埼玉公共嘱託登記土地家屋調査士協会 地図情報システム移行事前整備作業 62 百万円 

随意契約（不落） （社）兵庫県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 地図情報システム移行事前整備作業 62 百万円 

随意契約（不落） （社）愛知県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 地図情報システム移行事前整備作業 60 百万円 

一般競争 地図情報システム移行事前整備作業 50 百万円 

随意契約（少額） 地図情報システム移行事前整備作業に関連する作業（2件） 1 百万円 

一般競争 （社）千葉県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 地図情報システム移行事前整備作業 45 百万円 

一般競争 （社）新潟県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 地図情報システム移行事前整備作業 39 百万円 

（Ｃ　別紙）

契約の種類 支　出　先 主な契約内容 金　　額

一般競争 トランスコスモス（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 105 百万円 

一般競争 （株）日立物流 各種図面の電子化に係る役務の契約 85 百万円 

一般競争 （株）ドミックアルファ 各種図面の電子化に係る役務の契約 43 百万円 

一般競争 ヒューマンリソシア（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 32 百万円 

一般競争 東芝情報システム（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 29 百万円 

一般競争 （株）富士通ビジネスシステム 各種図面の電子化に係る役務の契約 26 百万円 

一般競争 東京ソフト（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 17 百万円 

一般競争 理研産業（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 12 百万円 

一般競争 （株）サンコー 各種図面の電子化に係る役務の契約 9 百万円 

一般競争 菱洋インテリジェンス（株） 各種図面の電子化に係る役務の契約 7 百万円 

（Ｄ　別紙）

契約の種類 支　出　先 主な契約内容 金　　額

一般競争・随意契約（不落） （株）エヌ・ティ・ティ・データ 地図情報システムの整備に係る機器の賃貸借及び役務の契約 4,335 百万円 

一般競争 NTTファイナンス（株） 地図情報システムの整備に係る機器の賃貸借の契約 1,266 百万円 

一般競争 国土情報開発（株） 地図情報システムへの移行に係る役務の契約 120 百万円 

一般競争 東京センチュリーリース（株） 各種図面の電子化に係る機器の賃貸借の契約 61 百万円 

随意契約 凸版印刷（株） 地図等の証明書用紙の製造 42 百万円 

一般競争・随意契約 富士通（株） 地図情報システムの整備に係る役務の契約 31 百万円 

一般競争 アクセンチュア（株） 地図情報システムの整備に係る市場等調査業務 18 百万円 

一般競争 エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマサービス（株） 地図情報システムの整備に係る役務の契約 16 百万円 

一般競争 （株）エヌ・ティ・ティ・エムイー 地図情報システム用電子住宅地図データの賃貸借の契約 15 百万円 

随意契約 富士古河Ｅ＆Ｃ（株） 地図情報システム用空調機の賃貸借の契約 3 百万円 

国土情報開発（株）

（株）両備システムズ

（株）きもと

あおぞら土地家屋調査士法人



A.法務局・地方法務局（５０機関） E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

各会計機関への予算配分 7,569

0計 7,569 計

3,059

B.国土情報開発㈱ F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

雑役務費 地図管理システムの保守等 4

雑役務費 地図の数値化作業等

消耗品 地図管理システム消耗品 0

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 3,063 計

C.トランスコスモス㈱ G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

雑役務費 各種図面入力作業 105

金 額
(百万円）

費　目

0

D.㈱エヌ・ティ・ティ・データ H.

計 105 計

使　途
金 額

(百万円）

借料 地図情報センター機器等の借料 2,695

費　目 使　途

雑役務費 地図情報システムの導入等作業 521

雑役務費 地図情報システムの機能等追加 485

雑役務費
登記情報システム切替えに伴う対応
作業等

雑役務費 地図情報システムの保守業務 284

350

0計 4,335 計



・・・ 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

地図情報
システム整備

年度

地図情報システム全国展開
地図の電子化移行

各種図面の電子化移行

地図のコンピュータ化の現状と今後の展開

平成１８年度から平成２２年度までに，全国の登記所に地図情報システ
ムを計画的に導入（平成２２年５月現在で，４６１庁中３８１庁の登記所に展開）

現 状

・ポリエステルフィ
ルムや紙で保管

・墨を用いて異動
情報を書き入れ

・原図を直接閲覧

地図管理システムの導入

一部

登記所

【改善点】
1 地図の損傷・精度の低下解消
2 写しの交付等の処理の効率化

など

【問題点】
1 登記情報システムの連携不可
2 インターネットを利用したサー

ビス提供不可 など

【問題点】
1 地図の損傷，精度の低下
2 搬出入に多大な労力

地図情報システムの展開＆地図・各種図面電子化

○登記情報システムとの連携による事務処理の効率
化の実現

○インターネットによる地図情報の公開，どこの登記所
からでも全国の地図・各種図面証明書が取得可能

○地図情報保全センターを設置し，システム障害発生
時においても業務の継続が可能

地図移行完了

スタンドアローン



端末装置

プリンタ
スキャナ

デジタイザ

登記所（本局）

・・・ × ｎ登記所

プロッタ

新登記情報システム

ネットワーク機器
（スイッチングハブ）

端末装置 プリンタ スキャナ

登記所（支局・出張所）

ネットワーク機器
（スイッチングハブ）

地図情報システム全体構成図

旧登記情報システム

端末装置 プリンタ スキャナ

ネットワーク機器
（スイッチングハブ）

登記情報提供システム

電子申請受付管理システム
法務省オンライン
申請システム

・・・

バックアップ管理サーバゲートウェイサーバ

ＤＢサーバ

・・・
・・・

業務サーバ

・・・

監視用機器 テープライブラリ装置

地図情報センター

・・・

運用管理／プログラム
配布サーバ

ゲートウェイサーバ

ＤＢサーバ

・・・
・・・

業務サーバ

テープライブラリ装置

地図情報保全センター

ネットワーク機器（ルータ、ハブ、
負荷分散装置など）

地図情報提供サーバ

磁気ディスク装置
磁気ディスク装置

無停電電源装置無停電電源装置

環境監視装置
環境監視装置 端末機器

運用管理／プログラム
配布サーバ

バックアップ管理サーバ

保全ファイル地図ファイル原本

端末機器
監視用機器

登記所（支局・出張所）

ネットワーク機器（ルータ、ハブ、
負荷分散装置など）



各種図面の電子化作業に関する見直しの余地

データの内容と登記情報との整合性
を１件ずつ目視で確認

①スキャナによる読
み込み

•スキャナを用いた各種図面の読み込み
•画像データの内容確認

②インデックスデー
タの作成

•インデックスデータ（所在，地番・家屋番号，登記
年月日等）の入力
•画像データとの関連付け

③インデックスデー
タの検証

•インデックスデータの内容確認

④工程管理
各種報告

•上記作業の進ちょく状況の管理
•委託者（登記所）への報告

【現状】

確認方法を見直す等，効率化を図れないか

【課題】

受託者側作業

委託者（登記所）側作業

納品データの確認
及び検収

納品後

・『照合ツール』を用いた納品データの内容確認及
び検収

平成２１年度予算額：約９．６億円
平成２１年度執行額：約４．０億円

各種図面の電子化作業の現状



地図等証明書用紙（地紋紙）に関する見直しの余地

○登記事項証明書等の偽造・変造事案が発生

○偽造・変造防止策として専用用紙（地紋紙）を導入

偽造等が多発

←早急な対策が必要

導入の経緯

調達手続の現状

企画競争（競争性のある随意契約）の実施（平成１６年度）

○公募を実施
○提案書（２者）を基に偽造・変造防止技術や製造コスト等を総合的に評価
○技術・コストともに優れた者と随意契約により締結

地図等証明書用紙（地紋紙）の調達の現状

○採用された偽造・変造防止技術に凸版印刷（株）の特許が含まれている
○凸版印刷（株）と随意契約を継続（平成２１年度実績：４２百万円）

凸版印刷（株）との随意契約を継続（平成１７年度以降）

【課題】

○専用用紙（地紋紙）の印刷製造に係る経費が高止まりするおそれ

←地紋紙への切替えを実施

現状のままでは…
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